
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■都立特別支援学校建設に向け 
…昨年の 12 月 16 日付のこのレポートでは、東大和市
内における東京都の新たな事業について紹介しまし
た。その一つが、都営向原団地の創出用地（東京都が
所有している土地）の活用についてです。市は平成  
２０年に都が創出用地を活用して良好な住宅を１９０
戸建設するという方針を受け、地区計画を変更するな
ど対応をしていましたが、平成２９年４月に東京都都
市整備局と教育庁が東大和市役所を訪れ、東京都とし
ては北側の創出用地に知的障害者特別支援学校の建設
を検討したいとの意向が示されました。市としては、
当初の計画通り住宅建設を希望して東京都と交渉をし
ていましたが、今年の 3 月の市議会定例会において、
佐竹康彦議員（公明党）の一般質問の質問に対し「東
大和市としては、特別支援学校の建設を受け入れる。
また、南北の創出用地に対しては建設に支障がないよ
うに一体的に考えていければ…と考えている」と市長
が答弁の中で建設を受け入れる意思を表明。この表明
から、今後は、この創出用地の北側 1.8ha には特別支
援学校建設に向けて検討が進んでいくことになる一方
で、南側 2.7ha については、まだ具体的な計画はない
中で、活用方法を東京都と東大和市との協議の中で進
めていくことになります。 
 
■市から都に対して出した要望事項 
…都営向原団地の創出用地の活用方法について、東京
都と協議を進めていく中、市は平成２９年１２月に「特
別支援学校の建設を了承するとした場合の仮要望事
項」を東京都に提出。このたび、その回答が東京都か
ら出てきましたので、以下、ご紹介します。  
【都立特別支援学校建設に係る 

市の仮要望事項に対する東京都の回答】 
 
◆基本計画作成業務の実施に係る仮要望事項 
（１）突発的な集中豪雨が発生するたび、予定地と東
大和市駅の間の都道等において、頻繁に道路冠水が発
生し、沿線住宅の浸水や通行車両への被害が起きてい
る。このことは地域住民の長年の懸案となっているこ
とから、近隣の内水被害を解消できるよう、できるだ
け大きい容積の雨水貯留施設を東京都の負担により整
備を行うこと。 
⇒（都の回答）学校建築の際に整備する校舎地下部分
のうち、学校で利用しない空間を市が整備する雨水排
水管と接続することで、近隣の内水被害抑制のための
雨水貯留の利用に供することができる（貯留量につい
ては、市提案の 1万立方メートル以上を目標とするが、
設計後に確定することとなる）。なお、雨水貯留施設の
整備に当たっての負担等については、以下のとおりと
なる。 
①雨水貯留施設として利用するために必要なポンプ、 
 

止水弁、導水管等の整備は 
市の負担によること。 
②雨水貯留施設として利用 
する部分の清掃、点検等の 
維持管理に係る経費は市の負担によること。 
③雨水貯留施設として運用するために行う機器類の
設置や点検口の整備などにより、学校敷地内の一部
分を占有する場合には、東京都教育財産管理規則に
基づく金銭について、必要に応じて徴収する。 
④一時的に利用する設備であるため、平常時に雨水
が流入しないよう止水弁等の整備を市の負担で行う
こと。 
⑤市の抜本的な内水被害対策が講じられるまでの暫
定的な措置であること。 
 
（２）野外運動場については、市民への利用に供す
る地域開放を行うこと。なお、近隣への砂塵の影響
を防ぐため、人工芝グラウンドの整備を行うこと。 
（３）屋内運動施設（体育館）について、市民への
利用に供する地域開放を行うこと。 
⇒（都の回答）東京都の施設開放事業である「都立
学校開放事業」又は「都立学校活用促進モデル事業」
に基づき、施設開放することを前提として整備を行
う。グラウンドについては、砂塵対策を施す。 

 
（４）特別教室（会議室、調理室、音楽室、美術室、
陶芸室、視聴覚室等）について、市民への利用に供
する地域開放を行うこと。なお、音楽室については、
音楽活動を行う市民の利用に供するため、防音施工
を行うこと。また、陶芸室については、陶芸窯を備
えること。 
⇒（都の回答）特別教室については、児童・生徒の
教室移動に係る導線を踏まえた教室配置を要するこ
とから、学校開放を前提とした配置が難しく、窯に
ついては、施設管理上、解放にはなじまない。なお、
多目的に活用できるスペースの設置に当たっては、
施設開放を前提として整備を行う。 

 
（５）通年で稼働する屋内温水プールを東京都負担
により整備し、市民への利用に供する地域開放を行
うこと。なお、地域開放に伴う維持管理経費につい
ては、市の負担がないようにすること。 
⇒（都の回答）プールの地域開放については、衛生
管理、構造設備の面で、学校プールには求められて
いないレベルの整備が必要となる。また、都が光熱
水費、監視員の配置などの多くの維持管理経費を要
することが考えられ、市民開放のための経費を負担
するのは困難である。現段階では、学校において温
水プールを導入する合理的な理由がなく、市におい
て温水プールの開放を望む場合には、維持管理に係
るコストのほか、温水プール化に伴うイニシャルコ
ストについて、市の負担が可能か検討いただく必要
がある。             （裏面に続く） 
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及び国有資産等市町村交付金が非課税となり、また、転
入による個人市民税が見込めなくなる。このことから一定
額の税収がなくなり、当市の自主財源に影響を与えること
となるため、戸建て住宅が建築された際に見込める税収
に見合った財源の確保を行うこと。 
⇒（都の回答）関係局へ情報提供済み 

 （２）東大和市内の安定的な需要の確保と地域経済
の活性化に向け、特別支援学校開校後は、維持管理、
物品納入等について、原則として市内事業者への発
注を行うこと。 
⇒（都の回答）契約案件は、都の契約事務規則等に
基づき実施しており、発注先を市内事業者に限定す
ることはできない。 

 （３）東大和市内の雇用促進を図るため、東大和市
内の求職者を優先した採用を行うこと。 
⇒（都の回答）スクールバス添乗員や給食調理員な
ど、委託業務については委託業者が募集するため、
都は関与しない。学校が直接募集する場合にも、都
の募集要項等に基づき選考することとなる。 

 （４）東大和市内の産業や観光をテーマとするイベ
ント等への協力・連携を行うこと。 
⇒（都の回答）地域に開かれた学校づくりの観点か
ら、協力・連携を基本として、具体的な内容は、開
設準備室設置後に調整していく。 

 （５）次に掲げる事業の実施において、市内のその
他の都有地を活用することになった場合、貸付料の
設定について、無償となるように配慮すること。 
①民間保育園・民間学童保育所の整備 
②社会福祉法人等の福祉施設の整備及び保育士、介
護福祉士等の養成校の整備 
③放課後デイサービス事業所の整備 
⇒（都の回答）関係局へ情報提供済み 
 
■市民が“良かった”と思えるように 
…言うまでもなく、この創出用地は東京都の資産で
すので、持ち主の東京都が活用方法を決定すること
は当然とも言えますが、その所在地、地元である東
大和市のまちづくりに大きな影響があることも事実
です。また、東大和市民も東京都民。東大和市も随
分と踏み込んだ要望を出して交渉を進めている一方
で、東京都の回答の中には都民でもある東大和市民
に対して、少しそっけない内容だと感じるものもあ
りました。今後、市はこの回答だけで終わりにせず、
開校スケジュールが決定したのちに、項目ごとに協
議、交渉を継続していくとのことです。どちらにし
ても、市民や地域が「良かった」と思える計画にす
ることが必要。東京都もその点を考慮して市の要望
に耳を傾け、長期的な視点で最善を尽くしてほしい
と思います。 
 
 
 
 
 

（６）二次避難所（福祉避難所）の開設等に関して、市
と協定を締結すること。なお、二次避難所（福祉避難所）
の開設を優先させることを前提としたうえで、災害時の
市の一般避難者向けの協力項目として、屋外運動場を一
時避難場所として一般避難者に開放すること。 
⇒（都の回答）市から二次避難所として指定の要請を受
けた場合には、協定の締結に向けて対応していく。開設
準備室設置後調整し、学校と協定を締結することとなる。
一時避難場所としての機能を損なわないことを前提とし
て調整していく。 

 
 

（７）敷地内に一般避難者向けの災害対策用備蓄倉庫（備
品を含む、定期的な入れ替えを含む）や応急給水槽、災
害対策用マンホール式トイレ（仮説トイレ一式を含む）
の整備及び管理を行うこと。 
⇒（都の回答）避難所の指定については（６）の回答の
とおり協力していくが、避難所の整備については、市の
役割であることから、備蓄の整備、管理は、市において
対応いただきたい。なお、学校敷地内に市の備蓄庫を設
置する場合は、目的外使用に係る申請により、土地使用
の可否を決定し、利用目的に応じて使用料を徴収する。
応急給水槽の整備は、都事業としては実施していない。
マンホール式トイレについては、施設整備の検討におい
て調整していく。 

 
 

（８）予定地の近隣にある東大和市民会館（ハミングホ
ール）で駐車場が満車となることが予測される公演開催
時において、臨時駐車場として学校駐車場の利用を認め
ること。 
⇒（都の回答）学校運営上支障がないことが前提となる。
教育財産の目的外使用であれば、目的外使用に係る申請
により、土地使用の可否を決定し、利用目的に応じて使
用料を徴収する。 

 
 

（９）職業に関する教科学習として、喫茶室相当の施設、
設備については、市民の利用に供することを可能とする
施設の整備を行うこと。 
（１０）職業に関する教科学習として、農福連携を視野
に入れること。また、実習に当たっては、地元の農業従
事者との連携を図ること。 
（１１）職業に関する教科学習として、一般就労、福祉
就労の観点から、リサイクル業を視野に入れた資源物の
受入れ・選別場所となる施設・設備の整備を行うこと。 
（１２）学校から発生する枝木や生ごみ等は、ごみ減量
を図るため、自校内でチップ化や堆肥化を行うことがで
きる施設、設備の整備を行うこと。 
⇒（都の回答）教育カリキュラムに応じて具体的な範囲
や内容について調整していく。 

 
 

◆その他の仮要望事項 
（１）向原団地の創出用地については、定期借地権付き
の戸建て住宅を建築することが予定されていた。特別支
援学校が建設された場合は、固定資産税・都市計画税 
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ンチャー企業で活躍する女性特集で取り上げられる。その後、人材開発部長を拝命。／『人を活かす』経営を学ぶため一念発起しカ
ナダに留学。外から見た日本の将来に、漠然とした不安感じる。帰国後は、不動産投資会社にて企画業務、税理士対応、広報、社員
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